
第24期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2021年1月1日から2021年12月31日まで）

株式会社オロ
第24期定時株主総会招集ご通知の添付書類のうち、連結計算書類にお
ける連結注記表及び計算書類における個別注記表につきましては、法令
及び当社定款第18条に基づきインターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.oro.com/ja/ir/）に掲載することにより株主の皆様に
提供しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 10社

連結子会社の名称 欧楽科技(大連)有限公司

oRo Vietnam Co., Ltd.

oRo Malaysia Sdn. Bhd.

oRo (Thailand) Co., Ltd.

台灣奧樂股分有限公司

大連奥楽広告有限公司

株式会社オロ宮崎

oRo Digital Asia Pte. Ltd.

oRo Digital Asia Sdn. Bhd.

株式会社ｏＲｏ ｃｏｄｅ ＭＯＣ

2．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社（DO HOUSE Thailand Co., Ltd.）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微で、かつ重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、12月31日であり、連結決算日と同一となっております。
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4．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの …………連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの …………移動平均法による原価法
②たな卸資産

仕掛品 …………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品 …………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産 …………定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 3～18年
工具、器具及び備品 3～10年

②無形固定資産
商標権 …………定額法を採用し、10年で償却しております。
市場販売目的のソフトウェア …………見込販売可能期間（3年）における見込販売数量に基

づく償却額と見込販売可能期間に基づく定額償却額の
いずれか大きい額により償却しております。

自社利用目的のソフトウェア …………社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を
採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 …………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。
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②賞与引当金 …………従業員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負
担すべき将来の支給見込額を計上しております。

③受注損失引当金 …………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計
年度末における受注契約に係る損失見込額を計上して
おります。

5．その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）収益及び費用の計上基準
売上高及び売上原価の計上基準
a.当連結会計年度末までの進捗部分について
成果の確実性が認められる契約 ………… 進行基準

（進捗率の見積りは原価比例法）
b.その他の契約 ………… 完成基準

（2）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。

（3）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「消費税差額」は、金額的重要性が増
したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年3月31日) を当連結会計年度か
ら適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
（クラウドERPの買取型契約の使用許諾料に係る売上収益の配分期間の見積り）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
クラウドERPの買取型契約の使用許諾料に係る売上高 848,700千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
クラウドERPの買取型契約の使用許諾料は、収受したときに一括して収益認識していますが、翌連結
会計年度の連結計算書類では国際財務報告基準（以下、IFRS）を適用する予定であり、一定期間にわた
り収益認識することになります。

クラウドERP ZACは、ソフトウェアライセンス、ソフトウェア保守、システム環境のサービスを組
み合わせて提供することで顧客がシステム利用の便益を享受できるものであるため、単一の履行義務で
あります。ソフトウェアライセンスのうち買取型契約では、ソフトウェアライセンス料を契約当初に一
括して受け取ります。IFRSでは、それを顧客に重要な権利が生じていると見込まれる期間にわたって収
益として認識することになります。具体的には、買取型契約の料金がSaaS型契約の月額料金の約30か
月分に相当することに着目し、当該期間にわたり配分し、収益を認識します。
顧客と締結する使用許諾契約書上、契約期間は定められていないため、顧客に重要な権利が生じてい
ると見込まれる期間は、平均的な顧客の利用期間よりも短いことがあり、経営者の判断を伴う会計上の
見積りであります。顧客のニーズの変化や料金体系の変更等により当該期間の見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
仕掛品及び受注損失引当金の表示
損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。
損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は29,809千円であ

ります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 16,606,453株

2. 当連結会計年度末の自己株式の種類及び数
普通株式 495,585株
（注）2021年2月15日開催の取締役会決議により、自己株式500,000株の取得を行っております。そ

の他、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分等を行った結果、当連結会計年度末において自
己株式が495,585株になっております。
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3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額
決 議 株式の

種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年3月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 166,061 10.00 2020年12月31日 2021年3月26日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決 議 予 定 株式の
種類 配当の原資 配当金の

総額(千円)
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年3月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 241,663 15.00 2021年12月31日 2022年3月28日

4. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等で運用を行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
外貨預金は、為替の変動リスクにさらされております。
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。投資有価証券は、主

に取引上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクにさらされております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
当社グループは、営業債権について、コーポレート本部が主要な取引先の状況をモニタリングし、取

引相手ごとに残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の連結貸借対
照表価額により表されています。
②市場リスクの管理
外貨預金については、定期的に為替相場を把握し、為替変動リスクを管理しております。
投資有価証券について、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループは、コーポレート本部が適時に資金繰り計画を作成・更新すること等により、流動性リ
スクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

（5）信用リスクの集中
当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち22.8％が上位2社グループの大口取引先に対

するものであります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

（1）現金及び預金 6,350,145 6,350,145 －
（2）受取手形及び売掛金 1,060,753 1,060,753 －
（3）投資有価証券 12,500 12,500 －
（4）支払手形及び買掛金 (208,009) (208,009) －
（5）未払法人税等 (447,760) (447,760) －
(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金
これらは全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

（3）投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）未払法人税等
これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（1株当たり情報に関する注記）
1株当たり純資産額 425円79銭

1株当たり当期純利益 92円08銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式 ……………… 移動平均法による原価法
②その他有価証券
時価のあるもの ……………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
①仕掛品 ……………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
②貯蔵品 ……………… 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 ……………… 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 8～18年
工具、器具及び備品 3～10年

（2）無形固定資産
①商標権 ……………… 定額法を採用し、10年で償却しております。
②市場販売目的の
ソフトウェア

……………… 見込販売可能期間（3年）における見込販売数量に基づく償却額と見
込販売可能期間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却
しております。

③自社利用目的の
ソフトウェア

……………… 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 ……………… 従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき将来
の支給見込額を計上しております。

（3）受注損失引当金 ……………… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末におけ
る受注契約に係る損失見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
売上高及び売上原価の計上基準
①当事業年度末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる契約

………… 進行基準
（進捗率の見積りは原価比例法）

②その他の契約 ………… 完成基準

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年3月31日) を当事業年度から適
用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
（クラウドERPの買取型契約の使用許諾料に係る売上収益の配分期間の見積り）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
クラウドERPの買取型契約の使用許諾料に係る売上高 848,700千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
クラウドERPの買取型契約の使用許諾料は、収受したときに一括して収益認識していますが、翌事業
年度の計算書類では「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収
益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）を適用する予
定であり、一定期間にわたり収益認識することになります。
その他重要な会計上の見積りの内容に関して理解に資する情報は、連結注記表（会計上の見積りに関
する注記）に記載している事項と同一です。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 仕掛品及び受注損失引当金の表示
損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま
す。
損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は33,488千円であ
ります。

2. 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 9,838千円
短期金銭債務 65,649千円
なお、区分掲記したものについては除いております。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売 上 高 1,498千円
仕 入 高 586,455千円
営業取引以外の取引高 1,700千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 495,585株
（注）2021年2月15日開催の取締役会決議により、自己株式500,000株の取得を行っております。そ

の他、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分等を行った結果、当事業年度末において自己株
式が495,585株になっております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税の加算、関係会社株式評価損の否認等であります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
1.役員及び主要株主等

（単位：千円）

種 類
会社等
の名称
または
氏名

所在地
資本金
または
出資金

事業の内
容または
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容 取引金額

（注1） 科 目 期末残高
（注1）

主要株主
（個人） 川田 篤 － －

当社代表
取締役社
長

（被所有）
直接38.74

当社代
表取締
役社長

自己株
式の取
得
（注2）

932,690 － －

主要株主
（個人） 日野 靖久 － － 当社専務

取締役
（被所有）
直接19.28

当社専
務取締
役

自己株
式の取
得
（注2）

464,955 － －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

デコボコベ
ース株式会
社（注3）

東京都
港区 9,501

障がい者
支援事業
介護教育
事業

－

システ
ム構築
サーバ
ー運用
役員の
兼任

システ
ム構築
サーバ
ー運用
（注4)

118,342 売掛金 11,382

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高は消費税等を含めております。
（注2）自己株式の取得については、2021年2月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式立会外買

付取引（ToSTNeT-3）により取得しており、取引価格は取引前日の終値によるものであります。
（注3）デコボコベース株式会社は、2021年10月にハッピーテラス株式会社より社名変更しておりま

す。
（注4）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定し

ております。

2.子会社等
（単位：千円）

種 類 会社等
の名称

議決権等
の所有
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
（注１）

取引金額
（注２） 科 目 期末残高

（注２）

子会社 株式会社
オロ宮崎 直接100.0

顧客サポート
サービス等委
託
役員の兼任

顧客サポー
トサービス
等の委託

363,066
買掛金 32,956

未払金 3,194
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、子会社から一定の計算に基づいた提示を受け、双方協議の上で決定し

ております。
（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高は消費税等を含めております。

（1株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 399円25銭
１株当たり当期純利益 89円03銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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